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１．四半期財務情報の作成等に係る事項       
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 無
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無
③ 連結及び持分法の連結範囲の異動の有無 ： 有

　連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　連結子会社数　　８社　持分法適用非連結子会社数　　－社　持分法適用関連会社数　　４社
　連結範囲及び持分法の異動状況
　　連結（新規）　　１社　　（除外）　　－社　　持分法（新規）　　－社　　（除外）　　－社

※ 本四半期決算は、未監査であります。

２．平成１８年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成１７年４月１日～平成１７年１２月３１日）            
（１）経営成績（連結）の進捗状況 （単位：百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年３月期第３四半期

17年３月期第３四半期

（参考）17年３月期

円 銭 円 銭
18年３月期第３四半期

17年３月期第３四半期

（参考）17年３月期
（注） 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同期増減率を示しております。

（２）財政状態（連結）の変動状況                                 （単位：百万円未満切捨）

百万円 百万円 ％ 円 銭
18年３月期第３四半期 96
17年３月期第３四半期 64
（参考）17年３月期 76

〔ご参考〕   
　 平成１８年３月期の連結業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）   （単位：百万円未満切捨）

百万円 百万円 百万円

通 期

（ご参考） １株当たり予想当期純利益（通期）160円00銭

　※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって

予想数値と異なる場合があります。なお、本日別に開示いたしました業績予想の修正もご参照下さい。
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１．企業集団等の状況

　当社の企業集団（当グループ）は、当社（㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス）と子会社19社及び関連会社７社で構成され

ており、持株会社である当社を中心に、パソコンパーツ販売を中心とするパソコン関連製品販売事業、システムネット

ワークの開発を中心とするシステム開発関連事業、不動産の売買仲介、鑑定評価を中心とする不動産関連事業、優

良企業への投資、金融卸・商業手形再割引・総合リース業を中心とする金融・投資関連事業、ゴルフ用品・ヘルスケア

用品の販売を中心とするスポーツ用品等製造販売事業、販売促進を電話にて行うその他事業、等を当社企業グルー

プにおける中心事業としております。

　当社グループの事業における位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。

[パソコン関連製品販売事業]　　　　子会社１社

当事業においては、連結子会社㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィにおいてパソコン用パーツ及びパソコン関連製品の販売

を行っております。

[システム開発関連事業]　　　　子会社１社

当事業においては、連結子会社㈱T・ZONEストラテジィにおいてコンピューターの法人向け販売、ネットワークの構

築をはじめとするソリューション・ビジネス及びサポート・サービス、ソフトウエアの開発等を行っております。

[不動産関連事業]　　　　　　　　　子会社２社

当事業においては、連結子会社㈱イーマックスにおいて不動産の売買等を、また連結子会社㈱マイダス・アプレイ

ザーアンドギャランティーにおいて物件調査、評価査定・鑑定及び賃貸保証業務を行っております。

[金融・投資関連事業]　　　　　　子会社１４社、　関連会社６社　　　

当事業においては、連結子会社㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルにおいて安定した収益を上げることを目的に優良企業への

投資を行っております。また、連結子会社㈱ジャスティス債権回収において債権回収を中心とした企業再生・再建

ビジネス、債権流動化におけるバックアップサービサービジネスを行っており、連結子会社㈱マイダスキャピタルに

おいては、卸金融・商業手形再割引等を行っております。

[スポーツ用品等製造販売事業]　子会社１社、　関連会社１社　　　　　　

当事業においては、連結子会社マルマン㈱においてゴルフ用品及びヘルスケア用品の製造・販売を行っておりま

す。

[その他事業]　　　　　　　　　　　　子会社１社

当事業においては、㈱T・ZONEコールセンターが、当四半期より新たに連結子会社となり、販売促進を電話にて

行う事業等を行っております。

パソコン関連製品販売事業
 ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ

システム開発関連事業
 ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ
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 ㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル
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その他14社

スポーツ用品等製造販売事業
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２．経営成績

　当四半期におけるわが国経済は、企業収益の急速な回復を背景に国内設備投資の回復や個人消費の改善の

傾向が見られ、景気の持続的拡大が明らかになって来ました。

　以上により、当四半期迄の売上高は、21,336百万円（前年同四半期比22.9%増）となり、経常利益は、3,046百

万円（前年同四半期比76.7％増）、純利益は、4,625百万円（前年同四半期比217.2％増）となりました。

　当四半期のセグメント別活動状況と売上高及び営業利益は次のとおりです。事業区分は内部管理上採用してい

る区分によっております。

　[パソコン関連製品販売事業]

　当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィの旧㈱Ｔ・ＺＯＮＥ　ＤＩＹ部門においてパソコン用パーツ及びパソ

コン関連製品の販売を行っております。インターネット上の通信販売や、修理サービスが好調に推移しました。

　この結果、当四半期迄の売上高は2,727百万円（前年同四半期比0.6％増）、営業利益は83百万円（前年

同四半期比10.2％減）となりました。

　[システム開発関連事業]

　当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィの旧ストラテジィ部門がコンピューターの法人向け販売、ネットワー

クの構築をはじめとするソリューション・ビジネス及びサポート・サービス、ソフトウェアの開発等を行っており、

継続的なシステム開発・保守の受注を受け、原価の見直し及び経費削減に取り組んでまいりました。

　この結果、当四半期迄の売上高は2,077百万円（前年同四半期比29.3%増）、営業利益は416百万円（前年

同四半期比83.0％増）となりました。

　[不動産関連事業]

　当事業においては、㈱マイダス・アプレイザーアンドギャランティーが不動産の物件調査及び評価査定・鑑定

及び賃貸保証業務を行っております。また、㈱イーマックスが不動産の売買、賃貸及びそれらの斡旋並びに不動

産の管理、その他不動産に関する各種事業を行っております。

　この結果、当四半期までの売上高は、6,935百万円（前年同四半期比3.1%増）、営業利益は925百万円（前年

同四半期比6.6%減）となりました。

　[金融・投資関連事業]

　当事業においては、㈱T・ZONEキャピタルが優良企業への投資を行っており、当四半期においても継続的に投

資を行っております。また、㈱ジャスティス債権回収においては債権回収ビジネスをはじめ、企業再生・再建

ビジネス、再建流動化におけるバックアップサービサービジネスを行っております。また、㈱マイダスキャピタルは、

金融卸・商業手形再割引業・総合リース業を行っております。

　この結果、当四半期迄の売上高は、2,246百万円（前年同四半期比209.8%増）、営業利益は1,102百万円（前

年同四半期比1,559.2％増）となりました。

　[スポーツ用品等製造販売事業]

　当事業においては、マルマン㈱がゴルフ用品及びヘルスケア用品の販売を行っておりますが、ゴルフ用品では、

高反発規制に適合したクラブ「メタバイオ」の販売を開始し、前期に引き続き販売は順調に推移しました。

　この結果、当四半期迄の売上高は7,231百万円（前年同四半期比29.6%増）、営業利益は1,038百万円（前年

同四半期比35.5%増）となりました。

　[その他事業]

　当四半期から、㈱T・ZONEコールセンターが連結対象になりました。健康食品、保険、賃貸保証などの販売促

進事業を行っております。

　この結果、当四半期迄の売上高は108百万円、営業利益は10百万円となりました。
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四半期連結財務諸表等
（1）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

期　　別

科　　目

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産 ( ） ( ） ( ）

１． 現金及び預金

２． 商業手形

３． 受取手形及び売掛金

４． 営業貸付金

５． 買取債権

６． 営業投資有価証券

７． たな卸資産

８． 繰延税金資産

９． 短期貸付金 - -

その他

貸倒引当金

Ⅱ 固定資産 ( ） ( ） ( ）

１． 有形固定資産 ( ) ( ) ( )

（1） 建物及び構築物

（2） 土地

（3） 機械装置 - -

　　　　及び運搬具

（4） その他

２． 無形固定資産 ( ) ( ) ( )

（1） 商標権

（2） 連結調整勘定

（4） その他

３． 投資その他の資産 ( ) ( ) ( )

（1） 投資有価証券

（2） 預け金

（3） 繰延税金資産

（4） 差入敷金 - -

　　　　及び保証金

（5） 出資金 - -

（6） 長期未収入金 - -

（7） その他

貸倒引当金

Ⅲ 繰延資産 ( ) ( ) ( )

資産合計

0.9

55,549

228

3,597

89 0.2

100.0

5,974

624

4.0

770

11.2

3,727

1,658

1,208

△ 106

1.6

7,699

358

95.9 95.0

0.9

674

△ 81

810

124

313

5,136

53,96888.6

（平成16年12月31日現在）

前第３四半期会計期間末

構成比 金　　額

81,969

構成比

（平成17年12月31日現在）

175

4

0

151

302

8.2 1.9 1.9

184

△ 390

117

1,652

90

77

745

287

△ 107

4,355

1,063

0.5

904

477

6,765

6,362

3,990

765

311

1,184

463

6,261

2,481

47,286

2,756

6,944

92

2.1

21,419

179

7,598

643

8,741

1,378

3,377

389

14

498 346

5,785

16,917

8,414

7,845

-

金　　額

49,199

当第３四半期会計期間末

56,789

△ 334

0.1

85,437 100.0

0.1

100.0

253

211

71

140

792719

△ 270

90

１０．

220

148

4,578

93

1

153

518

（平成17年３月31日現在）

前会計年度要約貸借対照表

金　　額

4.9

2.1

構成比

2,749

207

93



（単位：百万円）

期　　別

科　　目

（負債の部）

Ⅰ 流動負債 ( ) ( ) ( )

１． 支払手形及び買掛金

２． 短期借入金

３． 未払金 - -

４． 未払法人税等

５． 繰延税金負債

その他

Ⅱ 固定負債 ( ) ( ) ( )

１． 長期借入金

２． 長期未払金

３． 製品保証引当金

４． その他

負債合計

（少数株主持分）

少数株主持分

（資本の部）

Ⅰ 資本金

Ⅱ 資本剰余金

Ⅲ 利益剰余金

Ⅳ その他有価証券評価差額金

Ⅴ 自己株式

資本合計

　負債、少数株主持分及び資本合計

13.8

5

3.8

8.2

△ 0.0

55,549

9.917,238

11.0 7.2 10.86,109 6,109

46.9

610

40,046

8.8 20.1

11.3

3,176

383

7,858

821

9.2

978

13,302

2,201 2,7941,596

1,033

13,575

303

282

24.0

17,300

50.9

2,070

56,789

706

28,895

20.7

5,640

11,777

31.1

21.2

2.1

11,777

32,188

△ 14 △ 0.0

1.8

金　　額

6,108

4,882

11,777

1,183

33.0

100.0 100.0

36.1

3,300

△ 42

20,064 28,152

85,437

1,009

563

4.27,007

△ 23

2,381

△ 0.0

3.52,008

39.222,253

100.0

30,602 55.1

金　　額 構成比

-

355

16,413

31

5,703

6,441

54

構成比

7,224

（平成17年３月31日現在）

22,454 39.6

25,393

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在）

金　　額 構成比

37.7

-

-

701

12,546

22

前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末 前会計年度要約貸借対照表



（2）四半期連結損益計算書
（単位：百万円）

期　　別

科　　目

％ ％ ％

Ⅰ 売上高 （ ） （ ） （ ）

Ⅱ 売上原価 （ ） （ ） （ ）

売上総利益
Ⅲ 販売費及び一般管理費

営業利益
Ⅳ 営業外収益 （ ） （ ） （ ）

１． 受取利息
２． 受取配当金
３． 受入利益金
４． 為替差益 - -
５． 雑収入

Ⅴ 営業外費用 （ ） （ ） （ ）
１． 支払利息
２． 支払手数料
３． 証券代行手数料
４． 新株発行費償却 - -
５． 持分変動損失 - -
６． 雑損失

経常利益
Ⅵ 特別利益 （ ） （ ） （ ）

１． 貸倒引当金戻入
２． 償却債権取立益
３． 関係会社売却益
４． 固定資産売却益 - -
５． 匿名組合投資益 - -
６． 製品保証費用組入額 - -
７． その他

Ⅶ 特別損失 （ ） （ ） （ ）
１． 固定資産処分損
２． 貸倒損失
３． 持分変動損失
４． 債権流動化費用
５． 前期損益修正損 - -
６． その他
税金等調整前第３四半期
　　　　　　　　（当期）純利益
法人税,住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益
第３四半期（当期）純利益 2,827 11.11,458 8.4 4,625 21.7

△ 16 △ 0.1 206 1.0

8.9

457 1.8

5 0.0
△ 1,023 △ 4.0

278 1.6 674 3.2
137 0.8 1,042 4.8

1 3
1,856 10.7 6,548 30.7 2,267

-

386
- - 21

--

1.7
14 46 16

30
17 0.1 106 0.5 427
- 349

127
0

12
10

3,218127

-
- 40 -
- 0

2,537 10.0
150 0.9 3,608 16.9 158 0.6

1,724 9.9 14.3

21
27 61 62

10 15 43
24

245
- 46 -

0

49
271 1.6 316 1.4 352
31 39

9

15.5
65

12 0 15

65.1

34.9

0.2
1,933 11.1

61 0.4 49 0.2
3,313

4,779 18.83,457 20.0 4,141 19.4

100.0

前第３四半期会計期間

17,357 100.0

68.9

0

192

3,046

59

7,455

-

当第３四半期会計期間

6

-

金　　額

3

百分比

11,966

0

187

17

自　平成16年４月 １日

至　平成16年12月31日

13,881

5,391 31.1

21,336

自　平成17年４月 １日

至　平成17年12月31日

-

1.3

自　平成16年４月 １日

至　平成17年３月31日

金　　額 百分比 金　　額 百分比

前会計年度要約損益計算書

17,815 70.1

25,418 100.0

-

2,824 11.1

7,603 29.9



四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１． 連結の範囲に関する事項 1. 連結の範囲に関する事項 １． 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社 (1) 連結子会社 (1) 連結子会社

㈱T･ZONEストラテジィ ㈱T・ＺＯＮＥキャピタル ㈱T・ＺＯＮＥキャピタル

日本アプレイザー㈱ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ

マルマン㈱ 日本アプレイザー㈱

㈱T･ZONEキャピタル マルマン㈱

㈱ジャスティス債権回収 マルマン㈱ ㈱ジャスティス債権回収

㈱イーマックス ㈱ジャスティス債権回収 ㈱イーマックス

㈱マイダスキャピタル ㈱イーマックス ㈱マイダスキャピタル

㈱マイダスキャピタル

㈱T・ＺＯＮＥコールセンター

(2) 非連結子会社 (2) 主要な非連結子会社等 (2) 主要な非連結子会社等

㈱バックオフィスサービス ㈱バックオフィスサービス

２． 持分法の適用に関する事項 ２． 持分法の適用に関する事項 ２． 持分法の適用に関する事項

(1) (1) (1)

ビオフェルミン製薬㈱ ビオフェルミン製薬㈱ ビオフェルミン製薬㈱ １社

佐藤食品工業㈱

理研ビタミン㈱

日本管財㈱

前第３四半期会計期間

至　平成17年３月31日

連結調整勘定相当額について
は、定額法により10年で償却し
ております。

㈱イーマックス及び㈱マイダス
キャピタルの２社は、当四半期
連結会計期間において株式を
取得したことにより当四半期連
結会計期間より連結の範囲に
含めております。また㈱T･
ZONE DIY 及び㈱ストラテジィは
平成16年10月22日付けで合併
し㈱T･ZONEストラテジィとなっ
ております。
なお、前連結会計年度において
連結子会社であった㈱ジェイ・
ノードは、平成16年４月に当該
株式を売却した為、連結の範囲
に含めておりません。

㈱イーマックス、㈱マイダスキャ
ピタル及び㈱ウチダハウスの３
社は、当連結会計年度におい
て株式を取得したことにより当
連結会計年度より連結の範囲
に含めております。
なお、子会社でありました㈱ウ
チダハウスは平成16年８月２日
付で㈱イーマックスと合併して
おります。また、㈱ストラテジィ
は、平成16年10月22日付で㈱
Ｔ・ＺＯＮＥ　ＤＩＹと合併して社名
を㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィに変
更しております。
また、㈱ジェイ・ノードは、株式
全株の売却により子会社に該
当しなくなったため、当連結会
計年度より連結の範囲から除
外しております。

至　平成17年12月31日

連結調整勘定相当額について
は、定額法により10年で償却し
ております。

当第３四半期会計期間 前連結会計年度
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アンドギャランティー

自　平成16年４月 １日 自　平成16年４月 １日自　平成17年４月 １日

子会社のうち下記の７社を連結
しております。

至　平成16年12月31日

連結調整勘定相当額について
は、定額法により10年で償却し
ております。

子会社のうち下記の７社を連結
しております。

子会社のうち下記の８社を連結
しております。

㈱マイダス・アプレイザー

持分法適用の非連結子会社及
び関連会社

日本アプレイザー㈱は、平成１
７年８月１日付けで社名を㈱マ
イダス・アプレイザー アンド
ギャランティーに変更いたしまし
た。

㈱T･ZONE人材派遣（旧㈱アキ
バプランニング）、㈱バックオ
フィスサービス、㈱タクティクス、
㈱マルマン人材派遣、㈱Ｔ・ＺＯ
ＮＥファイナンスは、小規模であ
り、総資産、売上高、四半期純
損益及び利益剰余金（持分に
見合う額）等は、いずれも四半
期連結財務諸表に重要な影響
を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しております。な
お、㈱Ｔ・ＺＯＮＥファイナンス
は、平成16年11月末で解散して
おります。

非連結子会社等はいずれも小
規模であり、総資産、売上高、
当期純損益及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれ
も連結財務諸表に重要な影響
を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しております。

同左

持分法適用の非連結子会社及
び関連会社

持分法適用の非連結子会社及
び関連会社



(2) (2) (2)

㈱バックオフィスサービス ㈱バックオフィスサービス

３． ３． ３．

７月31日・・・

７月31日・・・ ７月31日・・・

９月30日・・・マルマン㈱ ９月30日・・・マルマン㈱ ９月30日・・・マルマン㈱

４． 会計処理基準に関する事項 ４． 会計処理基準に関する事項 ４． 会計処理基準に関する事項

(1) (1) (1)

①有価証券 ①有価証券 ①有価証券

a) a) a)

持分法 同左 同左

b) b) b)

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの
四半期連結決算日の市場 同左 同左同左
価格等に基ずく時価法（評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの

移動平均法による原価法 同左 同左

その他有価証券（営業投資
有価証券を含む）

その他有価証券（営業投資
有価証券を含む）

その他有価証券（営業投資
有価証券を含む）

関係会社株式（営業投資有
価証券を含む）

関連会社株式(営業投資有
価証券を含む）

関連会社株式(営業投資有
価証券を含む）

持分法による営業投資損
益を営業損益の区分に計
上することとしております

四半期連結財務諸表の作成に
当たっては四半期連結決算日
現在実施した仮決算に基づく四
半期財務諸表を使用しておりま
す。

　　　　　　同左

重要な資産の評価基準及び評
価方法

重要な資産の評価基準及び評
価方法

連結子会社の四半期決算日等
に関する事項

連結子会社の四半期決算日等
に関する事項

連結子会社の事業年度等に関
する事項

連結子会社の四半期決算日
は、以下の会社を除き四半期
連結決算日と一致しておりま
す。

連結子会社の四半期決算日
は、以下の会社を除き四半期
連結決算日と一致しておりま
す。

連結子会社の決算日は、以下
の会社を除き連結決算日と一
致しております。

㈱ジャスティス債権
回収、㈱イーマック
ス、㈱マイダスキャ
ピタル

㈱ジャスティス債権
回収、㈱イーマック
ス、㈱マイダスキャ
ピタル

㈱ジャスティス債権
回収、㈱イーマック
ス、㈱マイダスキャ
ピタル、㈱T･ZONE
コールセンター

持分法非適用の非連結子会社
及び関連会社

持分法非適用の非連結子会社
及び関連会社

持分法非適用の非連結子会社
及び関連会社

持分法を適用していない非連結
子会社（㈱T･ZONE人材派遣、
㈱バックオフィスサービス、㈱タ
クティクス、㈱マルマン人材派
遣）及び関連会社（マルマンコリ
アカンパニーリミテッド）は、四
半期連結純損益及び利益剰余
金等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としてもその影響
の重要性がないため、持分法
の適用から除外しております。
T･ZONE VIファンド投資事業組
合については、組合の収益・費
用を当社の出資持分割合に応
じて計上しているため、持分法
適用から除外しております。
T･ZONE VIファンド投資事業組
合については、組合の収益・費
用を当社の出資持分割合に応
じて計上しているため、持分法
適用から除外しております。

持分法を適用していない非連
結子会社等はいずれも小規模
であり、総資産、売上高、当期
純損益及び利益剰余金（持分
に見合う額）等に及ぼす影響が
軽微であり、かつ全体としても
重要性がないため、持分法の
適用範囲から除外しておりま
す。Ｔ・ＺＯＮＥ　ＶＩファンド投資
事業組合については、組合の
純資産及び収益・費用を当社
の出資持分割合に応じて計上
しているため、持分法の適用か
ら除外しております。

　　  　　同左

自　平成16年４月 １日

至　平成16年12月31日 至　平成17年12月31日 至　平成17年３月31日

自　平成16年４月 １日 自　平成17年４月 １日

前連結会計年度

重要な資産の評価基準及び評
価方法

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

連結財務諸表の作成に当たっ
ては連結決算日現在実施した
仮決算に基づく財務諸表を使
用しております。なお、その他
の連結子会社の事業年度の末
日は連結決算日と一致しており
ます。
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②たな卸資産 ②たな卸資産 ②たな卸資産
ａ） 商品 ａ） 商品 ａ） 商品

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・・・ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・・・ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・・・
移動平均法による原価法 同左 同左
マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・ マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・ マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・
総平均法による原価法 同左 同左

b） 販売用不動産 b） 販売用不動産 b） 販売用不動産
㈱イーマックス・・・・・・・・・・・ ㈱イーマックス・・・・・・・・・・・ ㈱イーマックス・・・・・・・・・・・
個別法による原価法 同左 同左

c） 製品・原材料 c） 製品・原材料 c） 製品・原材料
マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・ マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・ マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・
総平均法による原価法 同左 同左

d） 仕掛品 d） 仕掛品 d） 仕掛品
㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・・・ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・・・ ㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ・・・・・
個別法による原価法 同左 同左
マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・ マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・ マルマン㈱・・・・・・・・・・・・・
総平均法による原価法 同左 同左

e） 仕掛不動産 e） 仕掛不動産 e） 仕掛不動産
㈱イーマックス・・・・・・・・・・・ ㈱イーマックス・・・・・・・・・・・ ㈱イーマックス・・・・・・・・・・・
個別法による原価法 同左 同左

(2) (2) (2)

①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産
定率法 同左 同左

a) 5～45年 a) 5～45年 a) 5～47年
b) 2～20年 b) 2～20年 b) 2～20年
②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産

定額法 同左 同左

③長期前払費用 長期前払費用 長期前払費用
期間均等償却 同左 同左

(3) 繰延資産の処理方法 (3) 重要な繰延資産の処理方法 (3) 重要な繰延資産の処理方法
新株発行費 新株発行費 新株発行費

(4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準 (4) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金

a） 一般債権 a） 一般債権 a） 一般債権

b） b） b）

個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額
を計上しております。

　同左 　　同左

貸倒実績率により、回収不
能見込額を計上しておりま
す。

　　　　同左 　　　　同左

貸倒懸念債権及び破
産更生債権等

貸倒懸念債権及び破
産更生債権等

貸倒懸念債権及び破
産更生債権等

債権の貸倒れによる損失に
備えるため、

　　　　同左 　　　　同左

３年間で毎期均等額以上を
償却する方法によっており
ます。

　　　同左 　　　同左

有形固定資産その他 有形固定資産その他 有形固定資産その他

なお、ソフトウェア（自社利用
分）については、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定
額法。

ただし、四半期連結財務諸表提
出会社および㈱T・ZONEストラ
テジィについては、平成10年４
月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）について
は、定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。

建物及び構築物 建物及び構築物 建物及び構築物

　

なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。

自　平成16年４月 １日
前連結会計年度

重要な減価償却資産の減価償
却の方法

　
なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間
自　平成16年４月 １日 自　平成17年４月 １日
至　平成16年12月31日 至　平成17年12月31日

重要な減価償却資産の減価償
却の方法

重要な減価償却資産の減価償
却の方法

至　平成17年３月31日
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(5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法
同左 同左

(6) (6) (6)

(7) (7) (7)

①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理
税抜処理によっております。 同左 同左

②連結納税制度の適用 ②連結納税制度の適用 ②連結納税制度の適用
　　　同左連結納税制度の採用をして

おります。

至　平成17年12月31日

リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理に
よっております。
連結調整勘定の償却に関する
事項

連結調整勘定の償却に関する
事項

連結調整勘定は、５年間で均等
償却しておりますが、金額が僅
少な場合は、発生年度に全額
償却しております。

　　　　　　同左

その他四半期財務諸表作成の
ための重要な事項

その他四半期財務諸表作成の
ための重要な事項

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間
自　平成16年４月 １日 自　平成17年４月 １日
至　平成16年12月31日 至　平成17年３月31日

自　平成16年４月 １日
前連結会計年度

連結調整勘定の償却に関する
事項

その他四半期財務諸表作成の
ための重要な事項

　　　同左
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注記事項
（四半期連結貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額
百万円 百万円 百万円

※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産
　（1）担保に供している資産 　（1）担保に供している資産 　（1）担保に供している資産

建物及び構築物 百万円 商業手形 百万円 商業手形 百万円
土地 百万円 営業貸付金 百万円 営業貸付金 百万円
営業貸付金 百万円 営業投資有価証券 百万円 営業投資有価証券 百万円
買取債権 百万円 たな卸資産 百万円 たな卸資産 百万円
営業投資有価証券 百万円 建物及び構築物 百万円 計 百万円
計 百万円 土地 百万円

計 百万円

　（2）担保資産に対する債務 　（2）担保資産に対する債務 　（2）担保資産に対する債務
短期借入金 百万円 短期借入金 百万円 短期借入金 百万円
長期借入金 百万円 長期借入金 百万円 長期借入金 百万円
計 百万円 計 百万円 計 百万円

また、商業手形の流動化を行ってお また、商業手形の流動化を行ってお
り、譲渡担保付借入として会計処理 り、譲渡担保付借入として会計処理
しております。 しております。
上記の担保に供している資産には、 上記の担保に供している資産には、
この流動化によるものが商業手形に この流動化によるものが商業手形に
4，775百万円含まれております。さら 4,356百万円含まれております。さら
に、この流動化に関連し、投資その他 に、この流動化に関連し、投資その他
の資産「その他」に514百万円が留保 の資産「その他」に211百万円が留保
されております。 されております。

※３．営業投資有価証券、投資有価証券に ※３．営業投資有価証券、投資有価証券に ※３．営業投資有価証券、投資有価証券に
含まれる非連結子会社株式及び関連 含まれる非連結子会社株式及び関連 含まれる非連結子会社株式及び関連
会社株式 会社株式 会社株式

投資有価証券（株式） 投資有価証券（株式） 投資有価証券（株式）
百万円 百万円 百万円

営業投資有価証券（株式） 営業投資有価証券（株式） 営業投資有価証券（株式）
百万円 百万円 百万円

（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要 ※１．販売費及び一般管理費のうち主要 ※１．販売費及び一般管理費のうち主要
な費目及び金額は、次のとおりであ な費目及び金額は、次のとおりであ な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。 ります。 ります。
給与手当 百万円 給与手当 百万円 給与手当 百万円
販売促進費 百万円 販売促進費 百万円 販売促進費 百万円
支払手数料 百万円 支払手数料 百万円 支払手数料 百万円
減価償却費 百万円 減価償却費 百万円 賃借料 百万円

減価償却費 百万円60

361 506 438
49 47 248

1,437
663 612 890

至　平成16年12月31日 至　平成17年12月31日

1,018 1,163

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間
自　平成16年４月 １日 自　平成17年４月 １日

113 143 94

4,251 37,136 4,383

3,216 5,266 3,980
11,250 19,908 11,355

29,092

8,033 14,642 7,374

4,190 139 18,335
9,683 167

580 16,475 8,145
4,364 5,517 5,258

220 5,119 4,356
327 1,674 575

269 244

前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末
（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在）

234

至　平成17年３月31日

（平成17年３月31日現在）
前事業年度末

自　平成16年４月 １日
前連結会計年度

11



（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

前第３四半期会計期間　(自　平成16年４月１日　　至　平成16年12月31日）　 （単位：百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益
　売上高
　（1）外部顧客に対する売上高
　（2）セグメント間の内部売上高
    又は振替高

計
　営業費用

　営業利益又は営業損失（△）

（注） 1 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
2 各事業の主な製品及び事業内容

（1）パソコン関連製品販売事業･･･・・・・・・・・・・・・パソコン周辺機器・パーツ等の販売事業
（2）システム開発関連事業･･･・・・・・・・・・・・・・・・ システム･ネットワークの開発・アウトソーシング事業
（3）不動産関連事業･････････・・・・・・・・・・・・・・・・不動産鑑定評価事業
（4）金融・投資関連事業･････・・・・・・・・・・・・・・・・ 投資事業、債権回収・企業再生事業
（5）スポーツ用品等製造販売事業・・・・・・・・・・・・ ゴルフ用品販売事業、ヘルスケア用品販売事業

3 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、168百万円であり、その主なもの
は、管理部門に係る費用であります。

当第３四半期会計期間　(自　平成17年４月１日　　至　平成17年12月31日）　 （単位：百万円）
追加情報
（事業区分の新設）
その他事業の新設
　その他事業は、T・ZONEコールセンターが行っている事業であります。

Ⅰ．売上高及び営業損益
　売上高
　（1）外部顧客に対する売上高

　（2）セグメント間の内部売上高

    又は振替高

計

　営業費用

　営業利益又は営業損失（△）

（注） 1 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
2 各事業の主な製品及び事業内容

（1）パソコン関連製品販売事業･･･・・・・・・・・・パソコン本体・周辺機器・パーツ等の販売事業
（2）システム開発関連事業･･･・・・・・・・・・・・・ システム･ネットワークの開発・アウトソーシング事業
（3）不動産関連事業･････････・・・・・・・・・・・・ 不動産売買・不動産賃貸仲介・不動産鑑定評価事業
（4）金融・投資関連事業･････・・・・・・・・・・・・・投資事業、債権回収・企業再生事業、卸金融・商業手形再割引

事業
（5）スポーツ用品等製造販売事業・・・・・・・・・ゴルフ用品販売事業、ヘルスケア用品販売事業
（6）その他事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 販売促進を電話にて行うコールセンター事業

3 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、237百万円であり、その主なもの
は、管理部門に係る費用であります。

前連結会計年度　(自　平成16年４月１日　　至　平成17年３月31日）　 （単位：百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益

　売上高

　（1）外部顧客に対する売上高

　（2）セグメント間の内部売上高

    又は振替高

計

　営業費用

　営業利益又は営業損失（△）

（注） 1 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
2 各事業の主な製品及び事業内容

（1）パソコン関連製品販売事業･･･・・・・・・・・・・・・パソコン周辺機器・パーツ等の販売事業
（2）システム開発関連事業･･･・・・・・・・・・・・・・・・ システム･ネットワークの開発・アウトソーシング事業
（3）不動産関連事業･････････・・・・・・・・・・・・・・・・不動産売買・不動産賃貸仲介・不動産鑑定評価事業
（4）金融・投資関連事業･････・・・・・・・・・・・・・・・・ 投資事業、債権回収・企業再生事業、卸金融・商業手形再割

引事業
（5）スポーツ用品等製造販売事業・・・・・・・・・・・・ ゴルフ用品販売事業、ヘルスケア用品販売事業

3 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、211百万円であり、その主なもの
は、管理部門に係る費用であります。

115
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22,430 163 22,594
435 1,461 64 955 3,033 (209) 2,824

2,702 8,441 1,095 6,684

455 － 0 (45) －
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２．所在地別セグメント情報

前第３四半期会計期間　(自　平成16年４月１日　　至　平成16年12月31日）　
  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント
情報の記載を省略しております。

当第３四半期会計期間　(自　平成17年４月１日　　至　平成17年12月31日）　
  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント
情報の記載を省略しております。

前連結会計年度　(自　平成16年４月１日　　至　平成17年３月31日）　
  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント
情報の記載を省略しております。

３．海外売上高

前第３四半期会計期間　(自　平成16年４月１日　　至　平成16年12月31日）　
  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

当第３四半期会計期間　(自　平成17年４月１日　　至　平成17年12月31日）　
  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

前連結会計年度　(自　平成16年４月１日　　至　平成17年３月31日）　
  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（有価証券）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）
　

（1）株式

（2）債券

（3）その他

合計

２．時価評価されていない主な有価証券
（単位：百万円）

その他有価証券
　 非上場株式
　 （店頭売買株式を除く）

2,920 10,772

前事業年度末
（平成17年３月31日現在）

取得原価
連結貸借

差額

15,560

前事業年度末
（平成17年３月31日現在）

連結貸借対照表計上額

4,787

114

（百万円）

連結貸借
差額 取得原価 差額

対照表計上額

連結貸借

対照表計上額

（百万円） （百万円）

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在）
連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

11,654 2,330

－

6,215

－ － －

（平成17年12月31日現在）

9,135

9,324

9,324

－

－ －

2,330

－ －－

4,78715,560

－

取得原価
対照表計上額

9,135

前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末

（平成16年12月31日現在）

2,920

－

－

114

6,21511,654 10,772

－－ －

114

前第３四半期会計期間末 当第３四半期会計期間末

－
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